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1 研究の目的

本論文では ｢生産財製造業における戦略｣につ

いて考察する｡企業が設定した目標を達成するた

めに､直面 している戦略的課題を解決 していく手

段が戦略である｡戦略展開時には顧客の前で競合

と対嶋 し､優位に事業を進めなければならない｡

従って本論文の目的は戦略に関して ｢競争優位を

確立する策定方法｣はどこに焦点を当て､如何に

して戦略構築すれば良いのかを提示することにあ

る｡

この論文では､従来の思考の枠組みから一段視

点を高めた次元から､競争優位の確立が可能と思

われる仮説を提示する｡その仮説が有効である事

を証明し､最終的には ｢競争優位を確立する､新

たな戦略策定方法｣を提案する｡

現在､筆者が設定している仮説は以下の通りで

ある｡

｢事業の外部環境 (市場､顧客､競合､規制 と

取 り決め､の4要素で構成 される)は従来より､

所与で､変化させる事はできない ｡外部環境の大

いなる変化に対応 して､受動的に行動する事が戦

略的行動である､とされてきた｡ しかし､事業者

が主体的､積極的､能動的に事業の外部環境それ

自身に働きかけ､変化を起こす活動が本来の戦略

的行動である｡｣ と筆者は仮説を設定 した｡さら

に ｢前者の受動的と後者の能動的戦略行動の間に

異なる結果が生 じるのではないか｣との仮説も設

定 した｡

従来から筆者は戦略策定場面に於いて､現状分

析として､事業の外部環境の分析から入るのが常

であった｡

この作業では､設定業界において先行するため

には継続的な苦 しい作業の繰 り返 しを強いられ

る事となる｡それでも半年から1年程度の期間を､
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競合より先行するのがやっとである｡この事態を

脱却する方法を常日頃考えてきた時､｢外部環境

の変化に対応して自らの戦略構築に必要とされる

内部環境である経営資源が不十分の場合はどうな

るか｣と考えることがしばしばあった｡事業の内

部環境である経営資源を､移動する事にも多大な

エネルギーを費やさなければならない｡それでも

満足行く状況が構築できないのが常である｡従っ

て ｢所与でありコントロール不可能とされる外部

環境を動かし変化を誘起させることは､極めて困

難を伴う行動である｣と考えざるを得なかった｡

30年程前､小規模ではあるが外部環境への働

きかけを実施した事がある｡当時は意図的ではな

かったが､結果として日本のガス燃焼安全技術の

業界標準とすることができ､自社の競争優位を確

立した｡まさしく他企業にとっては所与となる業

界規制を提起する事となったのである｡振り返る

と事業の外部環境の変化発生と新たな業界標準構

築へ能動的 ･積極的に関与した事になる｡

また近年､中国における空調制御業界での競合

各社の活動は正に激動する市場の動向に追随､対

応するためだけではなく､中国に存在する当該事

業外部環境へ変化を起こそうとしているものでは

ないか､と思わせるものが出現してきている｡そ

れらの判断の背景には外部環境の既存の構成 ･枠

組みを大きく変えようとする､それら企業の意図

を垣間見ることが出来る｡

以上の疑問と仮説を事例により解明し検証を試

みるのがこの論文の主目的である｡

2 研究の範囲

国際的に競争優位を構築し､成功裏に事業を行

なっている生産財製造業が存在している｡それら

のうち比較分析が可能な欧州､アジア､米系の各

企業を研究対象として取り上げる｡

その競争優位構築の過程において､それらの企業

がとった対応行動とその時点における背景に焦点

を当て分析する｡

製造業に特定した理由は､サービス業に関する

戦略策定は従来からの筆者研究分野から大きく離

れている事実がある｡さらに範囲を絞り込み製造

業から消費財製造業を除いて生産財製造業と研究

範囲を特定した｡

研究の主要地理的範囲を中国とし､同地域にお

いて事業活動をしている生産財製造業を対象とす

るのは､以下の2点で研究継続と研究深耕の両面

で大変に有効であると判断したからである｡第1

に現在の中国は生産面のみならず､販売面でも日

本､欧米企業の新規事業展開の主要な地域である

事が挙げられる｡その結果､新たな戦略展開が次々

と試みられ､その成果を短期間に確認する事が可

能となっている｡第2に筆者の担当事業の地理的

分野において中国が約80%を占めるという現状

がある｡

その理由から､研究対象を中国で事業活動を活

発に行なっている企業とした.欧州企業ではシー

メンスの空調制御機器部門の子会社である ｢シー

メンス･ビルディング･テクノロジーズ社 (略称 :

SBT)｣とスイスの空調制御機器会社のアジア子

会社である ｢べリモ ･アジア ･オートメーション

礼 (略称 :Belimo-AA)｣を選定 した｡米国企業

からは､やはり制御機器会社の大手であるハネウ

エルの空調制御機器部門でアジア子会社である

｢ハネウエル ･インターナショナル ･アジア社 (略

称 :HIA)｣を選定した｡

これら欧米企業に対比して分析されるべき日本

企業は筆者が勤務している企業とその事業関連の

顧客企業を含む日系企業が中心となる｡加えて興

味深いのは新興の中国企業である｡

3 研究の意義

研究テーマ選定において最も強く意識したのは

｢生産財製造業に関して有効な戦略策定方法､マー

ケテイング手法を体系的にまとめ上げたい｣とい

う思いである｡生産財製造業における戦略策定に

関する参考文献で体系的にまとまったものが数少

ないため､戦略策定提示には多様な分野の本､コ

ンサルティング会社の教本､同業界各社の社内資

料を集約して活用してきた｡

それらを体系的にまとめ上げ､同時に過去の実

際の現場における経験と発見した事実から､より

強力な競争優位を確立できる戦略策定方法､実施
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方法に関して新たな考えを提示 し､実践に耐える

内容にまで完成することを目指す｡

4 研究の手順

(1)第1章 外部環境の分析

外部環境は ｢市場｣､｢顧客｣､｢競合｣､｢規制と

取り決め｣の4要素から構成される｡それらの分

析の過程に於いて､事例から発見した仮説を証明

する研究対象企業の行動を紹介､分析し､その成

果も検証する｡外部環境の変化に受動的に対応 し

たか､変化を起こすべく能動的に働きかけたかを

分析する｡その結果の成果が大きく異なることが

明確にできるか否か仮説の証明も試みる｡

(2)第2章 内部環境の分析

内部環境は ｢人的資源｣､｢物的資源｣､｢技術

資源｣､｢組織文化資源｣の4要素から構成される｡

これらも外部環境同様に個別に分析する｡自社が

保有する各々の内部環境の状況を認識して課題設

定をおこなう｡

(3)第3章 課題の発見と設定

この章は筆者の仮説検証の場として重要な役割

を担う章となる｡

外部環境の変化は事業上の脅威と好機として認

識される｡これらへの対応策は事業上の課題とし

て設定される｡ここでは多くの事例研究を通じて

外部環境の変化に対応している実態を研究する｡

また本論文の主題である競争優位の構築は､どの

ような経緯により実現されたかも事例研究により

明らかにする｡

それら課題は対応難易度の上位より戦略的課題､

戦術的課題､定常業務的課題に区分される｡その

中の戦略的課題を特に詳細に分析する｡

(4)第4章 事業基盤の確立から､第5章 戦略

の構築､第6章 戦術の展開､第7章 戦略及び

戦術の評価､第8章 不測事態対応計画､第9章

自己革新組織までは戦略策定 ･実施を通じて如

何にして､より強力な競争優位を確立するかを詳

細に分析､提議している｡

(5)第10章 結論

本章では序章 ｢研究の目的｣の節で設定した仮

説を証明できたか､新たな考えを提起できたか､

そして証明できた新たな構想が普遍的かつ有意義

に実践的活用可能かを確認する｡所与と考えられ

てきた外部環境の変革に果敢に挑戦することによ

り以下のことを実現できたか検証する｡

競合に先んじた戦略の構築と実施が可能である

か｡この戦略実現は競争優位を構築できる可能性

があるか｡従来の競争優位の構築の概念は､外部

環境変化発生後の対応戦略であり､受動的に発生

した変化対応を迅速かつ巧みに構築することが求

められた｡前者のように計画的に構築するのと､

後者のように結果として構築されたのでは大きな

差がでてくるか､を証明する｡

そして証明された仮説が生産財製造業にとって持

つ意味を明確にする｡

第1章 外部環境の分析

外部環境を分析するにあたり､外部環境そのも

のの内容の定義付けと現実的､具体的な意味の理

解を事前にしておく｡本論文における｢外部環境｣

の定義は､ある生産財製造企業の組織外部に存在

するものである｡その企業が現在､現実に展開し

ている事業に関係し､その事業の盛衰に大きく影

響を与えるものを外部環境とする｡

具体的に外部環境を構築するものは､｢市場｣､

｢顧客｣､｢競合｣､｢規制と取り決め｣の4要素に分

けられる｡それらは､組織の外部に存在し､自ら

変化し､また変化を他から強いられるものでもあ

る｡その変化の過程において､外部環境と関係し

つつ活動をしている諸組織の事業経営に影響を及

ぼす｡その理由で､諸組織からは制御不可能であ

り､逆に諸組織そのものの在り方を規定するもの

と認識されている｡

本論文ではこの前提を認識しつつ､外部環境を

能動的に変化させうる可能性を追求する｡またそ

の結果で得られた成果についても考察を加える｡

市場は顧客､競合で構成され､規制と取り決めで

自社､競合の行動枠組みを制限している｡顧客は

市場に提供された財 ･サービスを購入する組織で

ある.競合は同様な財 ･サービスを提供する組織

である｡規制と取り決めとは事業運行時において
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具体的に要求される行動体系の枠を明文化した法

的制約が主である｡

法的制約力を有しないが､実質上の制約力を有

する官公庁が通達する指導､要求､要綱はガイド

ラインとして企業行動を制限する｡明文化されて

おり､明示的であるもの､または暗に要求される

業界指導､倫理規定も事業活動を､穏やかである

が制約するものとして､規制と取り決めの一種と

して捉えられる｡

これら4要素の外部環境は個別に独立している

のではない｡それらは相互に関係しつつ､相互に

影響を与えつつ複雑に変化していく｡変化してい

く過程において､その大きな変化点に於いて新

規の市場､顧客､競合､規制と取り決めを生み出

す｡その結果として新規事業機会を生み出してい

く｡また同時に既存事業､市場､顧客を失いかね

ない大いなる脅威や既存事業継続遂行時において

付加的コス トを必要とする新たな脅威も生み出し

ていく｡

1 市場

把握しにくく､確定することも難しく､特定す

ることも困難な｢市場｣を明確にせずしてターゲッ

トとすべき ｢顧客｣､｢競合｣､そこにおける ｢規

制と取り決め｣も明らかにすることはかなわない｡

市場が特定されることなく当該市場において生じ

ている変化､その変化が誘起した自社にとっての

｢脅威｣と ｢好機｣を把握することは不可能である｡

市場をより明確に浮き彫りにし､あたかも眼前

に見えるが如く分析し切ることが出来て､初めて

当該市場において競合に対して有利に戦いうるこ

とが可能となる｡

分析視点として有効なのは､市場そのものが保

有している複数の性格を明確にする事を出発点と

して､分析に着手することである｡ここでは複数

の性格として ｢市場規模｣､｢セグメント市場｣､｢市

場成長伸長率｣､｢市場占有率｣､｢市場占有率の順

位｣そして ｢市場特性｣をあげて個々に分析する｡

2 顧客

市場を定義することが終了して後に､財 ･サー

ビスを購入してくれる当該市場の顧客を特定する

ことに着手できる｡顧客が特定でき､顧客特性を

分析できるとその顧客に向かって適切な戦略が策

定可能となる｡本節では以下の ｢顧客の体質｣｢参

入顧客の変動｣｢顧客の企業 ･事業規模｣｢顧客の

分類｣の4特性を浮き彫りにする｡

3 競合

自社展開事業の競合企業は誰であるかを定義す

る必要がある｡その上で彼らの保有する経営資源

の状況を詳細に調査する｡経営方針､理念､使命､

製品構成､流通体系､価格体系､各種販売促進に

関する各々の戦略､それら戦略を実行する組織に

ついてもその詳細を調査し､分析する｡断片的な

情報の集積とそれらの組み合わせによる分析が必

要であり重要である｡多くの断片情報を組み合わ

せる事により全体像が浮かび上がってくる｡競合

の全てを知ることは出来ない｡しかし競合の全体

像を把握する事は出来るOそれら一連の作業の結

果で､事前に競合の行動体系が予測可能となる｡

本章では ｢顕在競合と潜在競合｣､｢基本的な部分

の競合調査｣､｢競合の製品戦略｣､｢競合の価格戦

略｣､｢競合の販売促進戦略｣､｢競合の流通経路戦

略｣の6項目に分類して競合分析を実施する｡

4 規制と取り決め

外部環境の分析時に特に注目すべき対象として､

各種 ｢規制と取り決め｣がある｡規制と取り決め

はそれ自身の発生と変化の過程において事業上の

｢脅威｣と ｢機会｣を発生させる｡規制と取り決

めに関係する脅威と機会の発生過程は､他の事業

外部環境の変化に伴い発生する脅威と機会に比較

し非常に明確であり､わかり易い｡

従って規制と取り決めの発生と変化を常時観察

し､それらが事業継続に及ぼす影響を推定する事

は実に重要なことである｡｢各種規制と取り決め

の存在｣､｢規制は機会か脅威か｣に分けて分析さ

れる｡

第2章 内部環境の分析

事業環境を構成するものとして､外部環境と対

置される内部環境がある｡本章ではその分析も同

様の重みを持ち実施される｡
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本章では内部環境を構築する4要素を個別に分

析していく｡そして個々の分析から自らの組織が

保有している｢弱み｣と｢強み｣を浮き彫 りにする｡

1 人的資源 /

人的資源は量的､質的の両観点から分析される｡

まずは量的観点から適正あるいは過剰､過少と定

義付けられる基準を設定する必要がある｡

販売価格決定方式の一つにコス ト･マークアッ

プ方式■がある｡製品開発からアフターサービス

までに発生する全経費を積み上げていく販売価格

決定方式である｡つまり実際に掛かかる人数が必

要量的基準と考える方式である｡

現在の通常の販売価格決定方式はマーケットプ

ライス ･マークダウン方式iiであるO市場価格は

既に設定されていると仮定し､開発からアフター

サービスまでのビジネス ･バ リューチェーン全て

のコス トを事前に想定配分する方式である｡

人的資源の質的側面については常に課題として

議論される｡つまり要求される機能を充分に果た

す事が出来ない為に､常時それが課題となり､そ

の解決策を検討しなければならない｡質的向上策

には幾つかの経営手法が提示､実施されてきた｡

TQCからTQMiiiへ発展した小集団活動､シックス

シグマ活紗 Vなどで人的資源の質向上を追求する

手法が絶えることなく提案され続けている0

2 物的資源

物的資源の定義範囲はかなり広い｡ビジネスの

着手から､製品寿命に到って販売中止するまでに

活用する物的資源は広範に渡る｡ここでは ｢ビジ

ネス移行と物的資源｣､｢物的資源投資基準｣の2

観点から分析している｡

3 技術資源

技術資源は製造業における競争優位確立のため

の根源的な資源である｡技術資源は基礎技術と応

用技術､要素技術と組み合わせ技術に大別する事

が出来る｡

研究の深さにおいて学際的か､実用的かで基礎

技術と応用技術は区分される｡そして研究の範囲

において絞り込んでいるか､幅広い対象としてい

るかで要素技術と組み合わせ技術に区分される｡

4 組織文化資源

いずれの組織にも時間の経過と共に組織文化V

が形成される｡ここでは組織文化を構成する要素

として､組織構成員が① ｢共通かつ普遍的に保有

する価値観｣､⑦ ｢思考する際に枠をはめる思考

の限界｣､③ ｢行動する際に無意識の内に行動を

規制する倫理 ･道徳観｣､㊨ ｢行動の結果につい

て評価する基準 ･方法｣､そして(9 ｢それら①～

①を維持 ･管理するための仕組み｣をあげる｡A

これらにより構成される組織文化の有無､内容

の実体､次元の高低により､その組織文化が組織

目標達成の為の推進力となるか､または抑制力と

なり､目標達成時の成果に大きく影響をあたえるC

ここでは組織文化の現状把握と分析を実施 し､

自らが保有する組織文化の実態を経営資源として

認識する過程を論述する｡

(1)組織文化の現状把握

組織文化のように目に見えず､定量化が不可能

な対象の現状把握は困難な作業である｡現状把握

の視点として前述した以下の5項目から分析 され

る｡

① ｢共通かつ普遍的に保有する価値観｣

⑦ ｢思考する際に枠をはめる思考の限界｣

③ ｢行動する際に無意識の内に行動を規制する倫

理 ･道徳観｣

④ ｢行動の結果について評価する基準 ･方法｣

⑤ ｢それら①～④を維持管理するための仕組み｣

(2)組織文化の分析

時間の経過と共に当該組織が構築当初とは異な

る環境に直面するoこれらの環境変化に対応して

行くことにより所属組織の継続存在を試みる｡自

らが保有する経営資源を投入して当該変化に対応

し適応 していく過程である｡

その結果で組織存続に効果的であった対応策と

その対応策を立案､構築､実施して行く過程で投

入された経営資源活用方法などが組織文化として

残って行く｡ある場合にはそれらは過去の記録文

書､または将来の推奨すべき対応マニュアルとし

て明示知化される｡文書化が困難な内容の場合に

は組織構成員の経験として暗黙知として口頭伝承
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されて行く｡ vii以上のように現在の組織文化は過

去のある時期の環境適応に有効であった価値観､

思考､行動､管理方法が伝承されたものと言える｡

過去の環境と過去の変化が同じ状況で存在し発生

すれば既存の組織文化は環境変化対応手段構築の

基盤として有効である｡しかし過去と同一の環境､

変化､状況の出現は有り得ない｡この矛盾の意味

する所を言い換えると ｢組織文化は常に変化させ

なければ新たな環境変化に対応は出来ない｣とい

うことになる｡

第3章 課題の発見と設定

本論文における仮説の中核を占める ｢外部環境

の変化を受動的に待つのではなく､能動的に変化

を起こす事が可能か｡そしてその結果で強力な競

争優位を確立する事が可能か｣を本章で検証する｡

1 外部環境の変化から発生する脅威と機会

第1章で述べた4要素の外部環境はどのように

変化したか､その変化は過去にどのような影響を

事業に与えてきたか以下の各種事例で検証 ･分析

していく｡

(1)市場の変化

1973年10月の第4次中東戦争に端を発したオイ

ルショックにより電力使用量料金を50%弱上昇

させたこの変化は､大規模電力需要家にとり事業

面で死活問題となったOすなわち事業遂行上の

かってない ｢脅威｣が発生したのである｡その状

況に対して提案型省電力機器または省電力システ

ムを提供する事により新規事業構築という｢機会｣

を得た企業が多数出現した｡

この事例は外部環境変化がある企業に対しては

｢脅威｣であり､別の企業にとっては｢機会｣であっ

た事を劇的に提起 した事実として歴史に残ってい

る｡

(2)顧客の変化

1980年代の日本はバブル景気の最中であった｡

多くのビルが建設され､空調制御市場で言えば当

時の顧客のニーズは高度の快適性､制御の新規性

であり､これに応えていく事が空調制御機器製造

企業の使命であった｡その変化に対応できないレ

ベルの技術資源しか保有していない企業にとって

は事業継続面での ｢脅威｣であった｡高度な技術

を保有していたか､開発に着手できた企業にとっ

ては正しく事業拡大の ｢機会｣であった｡

(3)競合の変化

(ヨハネウェル社の変化

空調業界では､世界的にもトソプ企業の1社で

あるハネウェル社 (Honeywell 以下H社と略称)

そのものが直面した近年の変化はすさまじいもの

がある｡その変化の影響を受けてハネウェル社の

戦略は大きく変化した｡短期間での2回にわたる

合併 ･買収という大変化に見舞われたH社は大き

な戦略転換をした｡

(参シーメンス ･ビルディング ･テクノロジーズ社

の出現

元来中規模の空調制御事業部門を保有 していた

に過ぎないシーメンス社 (Siemens)は中規模の

欧州の複数の空調制御機器製造会社をM&Aにて

買収 ･合併での事業強化によりグローバルでH社

と比肩するまでの地位をこの10年間で構築した｡

1999年から低価格による市場浸透戦略での市場

占有率拡大が実施 され､2003年には市場占有率

は40%に上昇した｡

いずれもM&Aが関係 した業界再編と枠組みの

大きな変化である｡H杜は受動的に､SBT杜は能

動的に競合関係という外部環境変化に対応 して

いったわけである｡これらは事業の外部環境に果

敢に挑戦し変化を起こす行動が大きな競争優位を

構築した事例であると提議したい｡

(4)規制と取り決めの変化

近年､特に注目された規制に新規ISO規格の制

定と取得がある｡これらがどのような背景と経過

で制定され､事業上の ｢脅威｣と ｢機会｣として

捉えられてきたかを検証する｡

(》ISO9000の制定とその影響

ISO9000の制定背景には､世界で一人勝ちの様

相を見せていた日本企業に対する欧州企業の危機

感に裏付けされた規格覇権闘争の始まりであった

と見なければならない｡

当時の日本企業は製品品質には絶対の自信を
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持っており､ISO制定活動は製品品質に関する

｢デ ･フアク ト スタンダー ド｣viL確 立の争いと

の認識になかった｡その結果ISO9000を取得せず

欧州へ輸出または､現地での生産販売を試みた企

業で多大な不利益を被った企業は多い｡

⑦ISO14000の制定と対応

ISO14000も英国を中心とした欧州企業が日米

企業に対して環境規格面での覇権構築をしようと

試みて行った経緯が伺われる｡

その結果､欧州企業-LXは ｢グ リーン購入｣の

名のもとに ｢原材料や部品などの調達にあたり､

EU地域メーカーはEMAS(EU理事会規則の環境

管理･監査スキーム)への参加を､EU地域以外メー

カーはISO14001の認証取得を条件とする｣との

意向を表明した｡欧州企業を優遇し他国の輸出企

業を締め出そうとする意図があった｡またしても

販売面における ｢脅威｣の出現である｡

事例は少ないが外部環境そのものを変化させよ

うとして果敢に能動的に挑戦してきた企業も紹介

したoその時に必要とされるエネルギーは膨大な

物である｡その結果で得られる事業上の成果は変

化を待ち対応する受動的活動の成果に比較したら

比較にならない多くの果実を得られる事も説明し

た｡

それらを踏まえて､強固な競争優位確立を望む

戦略的活動とは外部環境を主体的､能動的に変化

させようと意図して挑戦する事であると仮説証明

の一端を本章で呈示 した｡

2 内部環境の実情から出現する弱みと強み

自社の持つ弱みと強みは分析実施時においては､

文字通りのものとして競合と対比されて認識され

る｡自社が事業を行なっている業種との関連で初

めて具体的に認識できるものである｡

3 SWOT分析による課題の発見

ホファーとシュンデルはSWOT分析の概念を提

起 している｡x1973年のホファーとグリュエック

の研究では ｢ある事業が直面 しそうな､たいてい

の戦略的機会はその属する市場と産業､供給源と

その条件､競争相手の行動､その事業分野に影響

を及ぼすような一般環境レベルの基本的変化､あ

るいはこれらの要因すべての相互作用から生 じる

事を示 している｣と機会の発生に関して述べてい

る｡

また弱み強みの分析については ｢事業レベルで

の資源分析の目的は､その企業が外部環境で直面

する機会を開拓し､脅威を回避する能力を評価す

る事である｡この能力は経済的に効果のある差別

的優位性を得るために､その事業の多様な資源及

びスキルがその市場の主要成功要因とどのように

作用しあうか､そしてまた競争相手の資源および

スキルとどのように作用 しあうかによっている｣

とホファーは述べている｡

4 課題の分類

課題を解決するために必要と予測される｢費用｣
と ｢時間｣で戦略的､戦術的､定常業務的の各3

課題に分類する｡分類する目的は課題ごとに適切

な経営資源を配分する必要があり､着手時期と対

応期間に優先順位を設定する必要があるためであ

る｡

(1)戦略的課題

｢戦略｣の定義についての研究は数多くなされ

ている｡ホファー&シェンデルはA.D.チャン ド

ラーXj以降H.Ⅰ.アンゾフを含む戦略に関する主要

研究者12人の戦略の定義を整理 している｡xii=こ

では同書にある戦略の定義を参考にする｡ Xiii

戦略とは ｢組織がその目的を達成する方法を示

すような､現在ならびに予定した資源展開と環境

との相互作用の基本パターン｣としている｡この

定義は経営資源 (内部環境そのもの)の配付を含

む点と環境 (ここでは外部環境と特定される)と

の係わり合いは企業と環境の両方から作用すると

いう点が包括的である｡また現在ならびに予定 し

た資源展開､と言 う意味で課題解決までの時間軸

も考慮している｡

戦略的課題そのものを外部環境との係わり合い

の仕方から分類する｡その ｢思考基点｣から戦略

的課題として分渠する場合の視点は以下の2点で

あるO

第1に､その課題は外部環境へ積極白須こ働きか

けて､外部環境に大きな変化を起こそうという意
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図があるものである｡この場合はその行動主体で

ある企業が､自社の基本事業方針に従い外部環境

である ｢市場｣､｢顧客｣､｢競合｣､｢規制と取り決

め｣のどれか1ないし複数の現状の枠組みを意図

して変えようとするoそのためのエネルギーは極

めて大きくならざるを得ない｡筆者はこの場合の

戦略的課題を ｢能動的戦略課題｣と定義する

第2に､その課題は外部環境に予測 し得ない大

きな変化が発生した場合である｡従って変化発生

の結果での脅威または機会に対応する戦略的課題

である｡この場合の行動は受動的である｡勿論､

発生したその課題解決には多くの経営資源の投入

と､長期の期間が必要となるものであるため戦略

的視点からの対応が求められる｡筆者はこの戦略

的課題を ｢受動的戦略的課題｣と定義する｡

(2)戦術的課題

企業活動において戦術は ｢実際に販売活動を実

施している市場において､競合に打ち勝つ為に販

売活動を組み合わせる事である｡販売活動とは販

売時の製品の組み合わせ､価格の提示方法､販売

代理店との役割分担､展示会 ･広告宣伝等の販売

促進活動等である｡それらの具体的実施方法を指

示､指定する事｣言い換えられる｡

従って ｢戦術的課題とは､前述の戦術を巧みに

組み合わせ､効率よく実施し､問題解決のための

一連の行動体系である｣と定義できる｡

(3)定常業務的課題

定常業務は ｢販売時の製品の組み合わせ､価格

の提示方法､販売代理店との役割分担､展示会 ･

広告宣伝等の販売促進活動等に関してそれらを構

成する､個々の技量を構築､維持､向上させる活

動である｣と定義できる｡

従って ｢定常業務的課題は､日常の定例 ･定常

的な問題を解決する行動体系｣と定義できる｡

第4章 事業基礎の確立

1 理念の構築

理念を構成する要素として､｢現在の活動領域｣､

｢将来の活動領域｣､｢現在から将来への進む道筋｣
の3点が含まれていなければならない｡組織を構

成する全ての人々､組織以外で当該事業に関係す

る全ての人々に発信する組織からのメッセージxIV

である｡

以上の必須要素を包含する理念概念を図表4-1

にまとめる｡

図表4-1 理念 (ビジョン)の概念

現在活動している領域

･自分達の活動が組織のどの
領域を担当しているか､良く
理解できる.

*担当している領域は何か
･事業領域は
･技術領域は
･専門領域は

･ロードマップで呈示
*どのように変化し移行
して行くのか明確であ る

将来活動すべき領域

･自分達の活動が組織の将来

の発展に寄与する事の確信

が 持てる｡

* 望 ま し い活動領域は何か
･ 新たな事業領域は
･新たな技術領域は
･新たな専門領域は

優れたビジョン.理念が持つべき6の要素
･どちら-進むべきか明確 (強い約束と行動が伴っている)
･創造的である(わくわくする)
･独自の意思が入っている(誰でのものでも無いo自分達だけのもの)
･既存の知的､業務的仕組を変革して行く(新たな自分達への取り組みである)
･企業の存在価値を外部-伝達する(皆が認め､期待してくれるもの)
･競争優位を確立する強い決意 (組織の強み､競争優位の構築､維持に貢献するもの)
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(1)現在の活動領域

ここには事業領域､技術領域､専門とすべき領

域の3点が含まれる｡自分たちが現在どの領域を

担当しているかが具体的に理解できる記述となっ

ている必要がある｡

事業領域の設定についてはレビットの ｢マーケ

テイング近視眼｣の論文中での提起が､最も適切

である｡xvここでは鉄道会社を例に挙げて､その

衰退原因が鉄道会社の事業領域に関しての定義を

誤ったからだとしている｡

ホファー&シェンデルは上記レビットの論点に

対して ｢鉄道事業という物理的表現ではなく輸送

事業という機能的表現にすべきである｣と補強し

ている｡またレビットの言うような大まかな機能

的表現ではなく､特定的､撤密な表現のほうが良

いとしている｡ xvi

以上をまとめると､｢事業領域は顧客から見て､

自社が提供する機能の選択の範囲が広く､利便性

に富み､具体的にその内容が解るものでなくては

ならない｣と言えよう｡

技術領域については内部環境の技術資源分析で

明確にした強みを発揮でき､競合と技術面での差

別化が可能であり､技術的に競争優位を構築でき

る領域を設定しなければならない｡広範な事業領

域の中において､技術面で競合より勝る領域を選

択することを目指す｡

専門領域と技術領域が合致していれば問題は少

ない｡その一致した領域を結果的に現在の活動領

域として設定すれば良いからである｡しかし､得

意技術分野と技術以外の内部資源で制限される展

開分野は必ずしも一致しない｡以上の3つの領域

により現在の活動領域は決定される｡

(2)将来の活動領域

組織が発展する将来像が明示できるものとなって

いなければならない｡新たな事業領域で展開をし

ているかもしれない｡新たな技術を開発､導入し

て現在より強固な技術領域を構築している事も計

画すべきであろう｡そして自分たちの競争優位を

確立できる専門領域において活動している状況が

手にとる様に提示されていなければならない｡

(3)現在から将来へ進む道筋

現在と将来の活動領域を提示することは可能で

あろう｡しかし将来の姿が挑戦的であればあるだ

け､そこへ到達する道筋は描き難いものである｡

事業領域､技術領域､専門領域各々の現在から将

来へのロー ドマップxviiを描く必要がある｡

2 使命の認識

前述した理念は主として組織内部の構成員とそ

の組織に利害面で深く関係する組織外部の人たち

に対 して発信するメッセージである｡このメッ

セ-ジにより当該組織がどのような意識を持ちな

がら､どの方向へ向って行こうとしているのかが

明快に理解できる｡

以上のように ｢使命｣の記述は ｢社会､顧客｣
と関係して認知される ｢活動｣により ｢手段｣を

生み出し､その ｢結果｣により出現する ｢状況｣
も社会的に承認され､期待されるものとされるべ

きである｡｢認知｣､｢承認｣､｢期待｣されている

ことを裏切らないように企業とその構成員は全て

の行動と活動を ｢使命｣に照らし合わせて自ら規

制していくガイドラインとすべきものである｡

3 非計数目標の設定

長期に変わることのない理念と使命に合致させ

つつ､3から5年間の長期事業計画で完成 させて

行こうとするものが目標である｡その目標は定量

的に表現し数値化された後述の計数目標と定性的

に表現される非計数目標とに分かれる｡非計数目

標は理念を実現する年度毎のマイルス トーンであ

り､使命の認知度を上げる役割も有している｡実

際の事業活動の目標として設定される非計数目標

を ｢非計数目標の役割｣､｢非計数目標の内容｣､｢非

計数目標の達成度評価｣の各項目で詳述している｡

4 計数目標の設定

企業は事業継続に必要な経営数値を追及する｡事

業継続を可能ならしめるための副次目的がその経

営数値である｡それらは ｢事業継続を可能とする

計数設定｣､｢計数設定の考え方｣､｢計数追及の

非目的化｣の項目であるべき姿を分析される｡
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第5章 戦略の構築と展開

戦略的課題解決はビジネス ･コンセプ トの構築

から出発する｡戦略的課題を解決する対応行動そ

のものが新たなビジネス展開活動であるのがその

理由である｡長期事業計画と呼ばれる3ヵ年間計

画は統合事業目標､個別展開事業､戦略､戦術に

より構成される｡その中で個別展開事業を具体的

行動体系毎に計画的に構築 したのが個別ビジネ

ス ･プランである｡

個別ビジネスプランの目標は､長期事業計画の

統合事業目標をブレークダウンし､それらを個々

に細分化したものとなる｡従って各々のビジネス

プランは特定した各セグメント市場における個別

達成目標を有する個別事業計画そのものである｡

ビジネスプラン中で個々の戦略が検討､構築､実

施される｡

1 製品戦略

製造業における最も強力かつ具体的な自社の

メッセージを伝える手段は ｢製品｣である｡製品

開発過程を追うことにより､本論文中におき､以

下の流れを追い製品戦略全体の有るべき姿が明確

にされる｡

(1)製品に関する外部環境の分析 ･把握

(2)製品コンセプ トの構築

(3)製品設計

(4)生産設備の設計と利益計算

(5)部品の調達

(6)製造

2 価格戦略

(1)基本的な価格設定

価格設定は対象製品がプロダク ト･ライフサイ

クルのどの過程に存在しているかで差別価格を設

定できるか､市場価格に合わせざるを得ないか､

または後発参入ということで市場価格より何%か

安価に設定せざるを得ないか､その設定検討は多

岐に渡る｡その後 (2)｢設定価格検証｣､(3)｢
輸出製品価格の設定｣が議論される｡

3 流通経路戦略

流通経路の選定に当たり基本的に認識しておく

べき事は以下の通りである｡第1にターゲット市

場のターゲット顧客へ､長期的にみて流通コス ト

の最小化と顧客満足度最大化の観点から最も効果

的な接近手段として選択することである｡第2に

社会基盤Wiiiの充実とその利用可能性が高まり変

化すると､流通経路を提供する企業に対して求め

られるものも同期して変化してくることの認識を

持つ必要がある｡そしてその変化に応じて流通経

路の革新を常時検討することが必要である｡以下

が流通企業に対して要求される7機能であ､個々

に内容分析される｡

(1)拡販 (販売拡大)機能

(2)配送 (流通 ･物流)機能

(3)在庫 (顧客要求対応在庫)機能

(4)与信供与 (金融提供､与信供与､与信管理)

機能

(5)営業 ･技術的サービス (サービス ･メンテナ

ンス)機能

(6)情報入手と伝達 (情報収集 ･提供)機能

(7)エリアでの広告宣伝 (販売促進)機能

4 販売促進戦略

新製品を開発し市場導入する前後において当該

製品の早期浸透と定常販売状況移行させるために

以下の各種販売促進手段が検討実施される必要が

あり個別に論述される｡

(1)プレスリリース､(2)巡回発表会､(3)セ

ミナー､(4)広告宣伝､(5)ダイレクトメ-ル (6)

無償使用モニターキャンペーン､(7)低価格試用

キャンペーン､ (8)展示会

5 組織戦略

戦略に合致した組織の改廃が迅速にできる事は､

競争優位確立の重要な手段である｡

(1)組織と戦略の関係

アル フ レ ッ ド･チ ャ ン ドラー (jukedD.

Chandler.Jr.)はその名著である 『戦略と組織

(StrategyandStructure)』の序(INTRODUCTION)

で ｢組織は戦略に従う｡複雑な組織は一連の各種

基本戦略の結果である｣xivと言っている｡正確に

論文の前後を忠実に訳すならば､チャンドラーは

｢推論した｣と記述している｡
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そして巻末 (CONCLUSION)で ｢組織と戦略

は市場の要求に対する経営資源の配置である｡組

織とは現実の要求に対しての経営資源統合の設計

図である｡戦略とは予測される要求にたいしての

経営資源再配置の計画書である｣xxと序での推論

に対して結論を出している｡この論述からも明ら

かなようにチャンドラーは ｢戦略｣は将来を見据

えた予測計画であり､｢組織｣はその結果構築さ

れる現在の課題対応体系としている｡それを踏ま

えて､続く以下の3項目につき提議している｡

(2)事業レベルの組織戦略構築部門

(3)組織変革と戦略呈示の遅滞

(4)外部リソースによる特別組織の構築

第6章 戦術の展開

戦略に沿った戦術の展開は ｢組織構造｣､｢組織

行動｣､｢組織管理｣の3要素から構成 される｡3

要素の各々の構築方法と展開方法について論じた

後､評価し､有るべき姿を提起する｡

戦術を展開する組織はチャン ドラーの言 う

｢フィール ド･ユニット (FieldUnit)｣ xxiであるO

他部門と比較して顧客､競合の両者との距離が圧

倒的に短く､いわば最前線に位置していると言え

るのは販売部門である｡従って､本章では販売部

門における戦術展開について言及する

1 組織構造

フィール ド･ユニットについて各部門毎にその

呼び名は異なる｡販売部門の場合は ｢各地の支

店 ･営業所 (BranchSalesUnits)｣である｡これ

らの組織をどのように構築する事で､生産性向上

と競合に比較して優位に立ちうる事を実現できる

か､を本節で論じる｡

(1)担当方式による構造

図表6-1のように顧客担当方式には地域別と製

品別の方式が存在する｡それぞれ一長一短があり､

どちらの方式を採用するか試行錯誤が続いている｡

基本的には､少機種製品事業組織の場合には地域

別が､多機種製品事業組織の場合は製品別販売担

当方式が効率的である｡

①地域別担当方式

通常は軍隊の組織と近似した階層構造の組織を

形成する｡その構造を地域別に構築していく｡つ

まり事業部内に本社販売統括部があり､それが各

地域の支店を統括する｡各地域の支店はその傘下

に営業所及び出張所を有するQ営業所と出張所の

区別は規模の大小であり､両者は支店管轄地域を

分割して担当する｡顧客はシングル ･ウインドウ

としての1人の窓口担当者と接触すれば全て完結

する｡

①製品別担当方式

事業部内の本社販売統括部の下に製品別組織を

設置する｡いわば事業部内に製品別の複数の小事

業部門が存在する状況である｡複数の製品別組織

は各支店､営業所､出張所を有して､全国に散在

する最終顧客までを担当する｡同一顧客に複数の

事業担当者が訪問する事も珍しくない｡

(釘担当方式による優劣

地域別担当方式の販売組織はシンプルとなる｡

図表6-1 担当方式による販売組織の対比

地 域 別 担 当 販 売 組 織 製 品 別 担 当 販 売 組 織

組 織 構 造 階 層 (シンプ ル ) 階 層 (複 雑 )

担 当 製 品 事 業 部 門 の 全 て の 製 事 業 部 門 の 特 定 業 種
⊂コPP 製 品

販 売 力 総 花 的 になる 専 門 的 で 強 化 され る
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従って社内においては1人の販売員が複数の製品

販売を担当する為､販売生産性が上がるように見

える｡また顧客側からも1人の販売員で供給側企

業の製品全てを担当してくれることから利便性が

高いように思われる｡ しかし致命的な欠点は､担

当製品が多岐に渡るため､担当販売員にとって技

術的に詳 しい得意製品分野とそうでない不得意製

品分野が出てくる｡

製品別担当方式の組織は複雑となるが､担当製

品が専門分野のみとなるため､販売力は強化され

る｡ しかし同一顧客に同事業部の異なる販売担当

者が出入りする事となる｡その結果､当該顧客に

とっては同一企業の販売員が複数担当者としてコ

ンタク トされる事で混乱と煩わしさが発生する｡

また同事業部内部における販売製品の優先権の順

位､顧客への販売価格の不整合発生による社内外

乱蝶が生 じる｡この軌蝶調整の関わる社内コス ト

発生と顧客での信用度低下は大きな問題となる｡

(2) タスク組織

異常時の対応は常に時間との戦いである｡販売

部門に付き物の異常事態には ｢製品納入期 日遅

延｣､｢製品不具合発生｣､｢競合参入｣が挙げられ

る｡これらは放置する事により重大な問題として

戦略的課題へ拡大する可能性のあるものばかりで

ある｡

この事態に対応する組織として通常は構築され

ていないが､異常事態発生時に構築されるタスク

組織が有効である｡異常事態に早期､迅速に対応

し問題処理が完了したら解散する性格を持つ｡タ

スク組織は関連部門の上位職であるマネジャ-

xxjiが担当すべきである｡

2 組織行動

効果的かつ円滑な事業展開のために必要な定常

業務活動に関 して､戦術的決定はなされ る｡ xxiii

決定される内容は経営資源である人､物､金の配

置 ･再配置に関する実際の行動が中心となる｡

(1)行動計画

行動計画は1年間の年度計画が元になる｡行動

の経過と成果確認のために､その年度計画は6ヶ

月単位に分割される｡これが事業年度の半年毎の

中間成果確認評価表となる｡さらに3ケ月毎の行

動計画書に細分展開し､3ヶ月間で実施する詳細

行動､達成 しようとする目標､実施者､実施期日

と期限を明記する｡

(2)リーダーシップ

組織行動を計画通りに展開し､実施するために

は組織長にリーダーシップ xxivが要求 される.米海

軍のリーダーシップの定義では ｢人間の思考､計

画､行為を指揮でき､特権を有する技術､科学､

天分｣ としている｡すなわちリーダーシップは､

上位職が有する指揮命令権により発信される業務

命令と相まってその効果が発揮される｡またここ

で重要なのは ｢技術､科学｣であると指摘 してい

ることである｡

3 組織管理

戦術の展開時において､当初設定目標と達成行

動結果を成果として一定期間毎に評価 し管理する

必要がある｡

(1)評価

組織行動において行動計画書の存在とその内容

に触れた｡評価は行動計画書に沿った､組織行動

の実施経緯とそれによる結果を確認 し､目標の示

す方向と目標の期待する量的レベルとの釆離を測

定することにある｡測定結果は組織構成員及び当

該計画立案 ･遂行責任を持つ組織 リーダーのある

期間の評価ともなる｡それにも増 して重要な事は､

組織全体が向かう方向とその時点までに到達 して

いなければならない計数的に設定された目標との

距離の測定にある｡評価は結果としての成果のみ

ならず､その結果を出すに到ったプロセスである

経緯を含めて評価対象とすべきである｡

(2)統合

組織行動の評価の結果により複数の関連する下

部組織 と組織構成員の進行方向と進行度合いが確

認できる｡その評価結果を当初の行動計画書の目

標と対比 し､禾離した場合には､その要因分析を

行う｡その要因が組織内部から発生 したものなら

ば､それを除去 し改善する具体策を講じる｡ しか

しその要因が組織外部に存在 し影響を与えている

場合は､その影響を回避するか､回避不可能な要
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因の場合には､その影響を受ける度合いに従った

影響緩和具体策に変更する｡

これらの具体策により､再び組織全体の行動の

進行方向と進捗度合いとの整合をとることが可能

となる｡この一連の作業の目的は組織統合のため

である｡

第7章 戦略 ･戦術の評価

この章では立案された複数の戦略 ･戦術の評価

方法について述べる｡戦略･戦術は可能性､機能性､

適応性､受容性､利益性の5項目の条件に照らし

合わせて評価 ･選択されなくてはならない｡選択

する戦略 ･戦術が挑戦的でありながら一定期間の

後に目標とした成果を生むものでなくてはならな

い｡複数の戦略 ･戦術の中に上記5項目の評価に

よって選択されるべき最適であるものが存在する

はずである｡そのための評価基準を事前に用意し

ておく必要がある｡

1 可能性

戦略 ･戦術は課題解決の手段として立案される｡

従って選択された戦略 ･戦術を駆使すればその課

題が解決できるものでなくてはならない｡巨大な

経営資源を投入しなければ解決できないものもあ

る｡目標達成の可能性は低いが当該戦略 ･戦術を

実施できれば課題解決は短時間で実現できるもの

がある｡その逆に目標達成が確実ではあるが実効

が生まれるまでに時間の掛かるものもある｡また

はどの戦略又は戦術を選択するかは直面している

課題が有している性質により選定される｡課題解

決可能性に関しては､2種頬の異なる性質が異な

る重み付けで構成されている｡

第1の性質はその課題そのものが発生当初から

保有している ｢深刻度｣である｡深刻度が高位に

ある課題は､解決せずに放置した場合はその放置

時間と比例的関係を持つ事なく､有形無形の高位

の被害をもたらす性質を有する｡

第2の性質は時間の関数である ｢緊急度｣であ

る｡その課題を解決せずに放置した場合に有形無

形の発生被害が時間と共に急速に拡大する性質を

持つ｡

2 機能性

当該組織が保有する経営資源である人材､設備､

資金で着手できて､十分機能発揮できる事の検証

が必要となる｡この検証は上記経営資源の活用で

きる質 ･量の両面の範囲を前提に於いてなされる｡

当該範囲内において､候補案がどの程度の機能性

を有するかの確認を行ない順位付けをする｡

3 適応性

既に設定してある計数､非計数目標と対置 し､

対照して戦略 ･戦術の質 ･量両面から行なう評価

項目である｡既設定目標を達成 した状況にふさわ

しく質 ･量両面で適応する戦略 ･戦術で対応して

行くことが望まれる｡また活用､展開できる経営

資源が制限されている状況において期待される計

数的､非計数的成果と既設定の計数､非計数目標

値とはバランスの取れたものであることも望まれ

る｡これが適応している状態である｡

4 受容性

手段である戦略 ･戦術は適切に選ばれなくては

ならない｡選択の基準となるのが第4章で説明し

た ｢理念｣と ｢使命｣である｡目標の中で計数目

標達成に重点が置かれるのはやむをえない｡しか

し､目標を達成するための手段は適切に選択され

るべきである｡さもないと基本である事業継続が

財務的理由ではない社会責任､倫理責任の観点か

ら否定される事が生じる危険性を秘めているから

である｡

選択の段階に於いて､全ての判断の基準である

自社の ｢理念｣､｢使命｣に照らし合わせて戦略 ･

戦術はその受容性を自問し選定されなくてはなら

ない｡

5 利益性

課題解決の手段である戦略 ･戦術の評価尺度に

はプラス面評価の ｢利益性｣を使用する｡これま

でに述べた可能性､機能性､適応性､受容性の4

つの評価尺度は主として組織内部の制約から出て

くるものである｡

他方､計数目標に対する利益性とは､選択され

た戦略 ･戦術を実施することで主として組織外部

から得られる成果である｡
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第8章 不測事態対応計画

不測事態 とはリスク (危機)発生状態である｡

リスクとは事業そのものの停止をもたらす事態､

または事業を継続させているプロセスの破壊に到

り､事業継続を危うくする事態と定義する｡ xx"

不測事態対応計画の全体像は ｢リスクの事前予

測｣､｢リスクの事前評価｣､｢リスクマネジメント｣
の3項目で構成 され､各項目は一連の継続性を持

ち構築されるべきである｡

1 リスクの事前予測

(1)リスク発生分野の特定

対象とする事業のビジネス ･バ リューチェーン

を確定することから開始する｡リスクは多様な性

格を有する｡リスクを誘起する不測事態によりそ

の性格は変化する｡図表8-2のようにリスクの発

生する場所とリスクの性格に付き想定 しておき､

不測事態を明確にしておく必要がある｡

2 リスクの事前評価

予測されるリスクを事前に評価 しておく｡しか

し予測される全てのリスクに詳細対応計画を構築

するのは不合理である｡発生する ｢可能性｣､発

生 した時の ｢深刻度｣､発生 した後の ｢被害度｣

の3点から優先度を付けて､優先順位に応 じて不

測事態対応計画にもその設計の詳細度合いを設定

する｡

(1) リスク発生可能性

事業形態と事業性格の2点からリスク発生可能

性を評価する｡

(∋従来の経験､ノウハウを活用できない未知の市

場分野へ進出する事業

⑦法的､社会慣習的が全く異なる海外市場への新

規展開する事業

(∋従来の経験､ノウハウを活用できない技術的に

新規の製品開発を伴う事業

④経営資源が乏 しくボ トルネックとなるビジネ

ス ･バリューチェーン部分の存在

①制約された時間内に挑戦的な目標の達成を求め

られるビジネス ･バ リューチェーン部分の存在

(2) リスク発生時の深刻度

深刻度は定性的に把握することの方が有効であ

るリスク影響を対象とする｡

①意識的な企業組織による犯罪行為の発覚

(む顧客を無視または軽視した反倫理的行為の発覚

(彰企業 トップの意思､指示で実施された反社会的

行為の発覚

(彰組織内で半ば承認されていた反道徳的行為の発

覚

G)意識的に実施された国益に反する行為の発覚

(3) リスク発生後の被害度

定量的に被害額を把握できるリスク影響を対象

に絞り込む｡

図表8-2 ビジネス ･バリューチェーンと発生 リスクの性格

BVC性 格 調 査 開 発 調 達 生 産 販 売 保 守

技 術 面 仕 様 誤 設 計 ミ 別 仕 様 大 量 の 口ツ
認 ス 晶 手 配 ト不 良

法 務 面 ス パ イ 競 合 特 不 正 取 犯 罪 行
行 為 許 抵 触 引 為

財 務 面 巨 額 の 想 定 外 の 欠 陥 品 リ 未 回 収 金 多額 の 人
投 資 高 コスト コー ル の 増 大 的 投 資

拡 販 面 過大な市 大手競合 大 量 の 大 量 の 大 手 顧

場 規 模 想定 の突然の参 入 退 蔵 部品 在 庫 退 蔵 製品 在 庫 客 か らの 失 注

注 :BVCはBusinessⅥllueChainの略
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①杜欠陥品の潜在的事故防止のための製品市場回

収

③自社欠陥品による直接の火災､人的災害事故の

発生

③自社製品の品質不具合に起因する2次災害事故

の誘発

3 リスクマネジメント (危機管理)

リスクマネジメントは ｢リスク要因分析｣､｢リ

スク要因評価｣､｢事前予防策の構築｣､｢事後対応

策の構築｣､｢予知方法の確立｣､｢不測事態対応計

画の構築｣､｢事後学習方法の確立｣の7段階の順

序を踏む.xmi

(1)リスク要因分析

リスクを発生させる真の要因を大泉は ｢他の多

数の可変事項と緊密な相互関係を通じて拡大され

たからである｣xxviiと言っている｡また畑村は ｢実

際の失敗は､ひとつの要因だけで起こることはほ

とんどなく､いくつかの要因が複雑に絡んで人々

にとって好ましくない形で現れるのです｣ xxviiiと

指摘している｡

(2)リスク要因評価

リスク要因を複数特定できたわけである｡特性

要因図を作成すると関係の強弱によりTQC用語

でいう大骨､中骨､小骨でその関連が目に見える

形で作成できる｡

(3)事前予防策の構築

リスク要因の発生可能性の高い順番にその要因

を排除または発生抑制の手を打つ事によりリスク

そのものの発生を抑制ができるはずである｡従っ

てここでは､ここまでの作業により可視化でき､

発生面から優先度の高いリスク要因を対象とした

予防策を講じる｡

(4)事後対応策の構築

事後対応策も予防策の延長線上に存在する｡リ

スク要因が判明し予防策を講じられた場合でも､

リスク要因を全て排除できたのではない｡従って

リスク発生は完全には防止できない｡また予防策

を講じることを意図的に実施しなかった決定の背

後にはリスク発生時に対応措置を講じると決断し

たことにある｡

(5)予知方法の確立

リスク発生の予知は極めて困難である｡リスク

発生は突如爆発的に発生する物は少なく､通常は

目に見えない状態でゆるやかに進行していく｡シ

グナルを発しているが､そのシグナルは一般的な

事象であることが多い｡xxix従ってリスク発生を

察知するには不測事態を前提にした計画に照らし

合わせて､コンテンジェンシー計画発動決定する

要因を定量化し危機レベルの設定をする｡その設

定値を専任のメンバーが注意深く観察することで､

シグナルを発見する事に期待が持てる｡

(6)不測事態対応計画の構築

本計画の構造は､対象となる事業内容とそれに

関連する不測事態との関係に於いて構築される｡
XXヽ

(7)事後学習方法の確立

不測事態は再び発生する性質を有している｡そ

のためにも経験した不測事態の真の要因分析､発

生経緯､対応経過､そしてその結果を明示知とし

て共有､活用できる状態にする必要がある｡xxxi

第9章 自己革新組織

本章では戦略 ･戦術構築を行い､実施行動に移

行し､展開を継続中に如何なる視点､思考で組織

は推移すべきかを策定する｡

第1節では ｢優れた組織文化の構築｣で自己革

新を起こす事が可能な土壌である組織文化につい

て論 じる｡第2節では優れた組織文化が醸成する

躍動的な ｢ダイナミックな組織構造｣の創出を議

論する｡第3節では優れた組織文化とダイナミッ

クな組織構造の上に構築され､自己革新の有力な

手段となる ｢競争優位を確立する組織学習｣は如

何にして構築し定着させうるかを論じる｡

1 優れた組織文化

ここでは自己革新を可能とする組織が保有すべ

き組織文化は如何なるものであるべきかを論じる｡

組織で計画を作成 し､実行した結果を組織で評価

する事は､学習する良き組織文化を形成する上で

最も重要な作業である｡実践した経緯と成果を学

習することにより､組織を自らの力で成長させ変
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草 していく｡学習する組織になることが競争優位

構築の土台となる｡

事業における組織文化は ｢組織構成員により長

期間かけて構築 ･共有された､思考形態､行動様

式､価値観に大きく影響を与えるものである｡こ

れらは伝統という暗黙知と､訓練という現実の手

段で明示化され組織構成員により継承 ･努力され

るものである｣とする.xn 臼

組織文化の中身は ｢価値観｣､｢リーダーシップ｣､

｢OJT又は師弟訓練制度｣､｢維持管理 システム｣

の4つの具体的概念により構築されている｡xxx揃

(1)価値槻

組織の理念､使命である｡この価値観に照らし

合わせて組織構成員の思考､行動が規定される｡

または規制されるように強く望まれる｡

(2)リーダーシップ

組織文化を構築､醸成､確立､継承する行動の

主体である中間管理層メンバーにその多くの役割

を期待し求められる｡

(3)OJT又は師弟訓練制度

3現主義m ivに基づいて組織加入新人に自社の保

有技術､組織文化､管理システムを1対1もしく

は1対複数で教え込む｡この制度を通じて自ら組

織文化を体得していく｡

(4)維持管理システム

上記 (1)から (3) を絶えさせる事無く継続､

継承する仕組みである｡明示化されたものには自

社の就業規則､会社案内､社内､社外広報誌がある｡

2 ダイナミックな組織構造

ダイナミズムを構築する要素として ｢大幅な権

限委譲｣､｢柔軟な人事｣､｢機能重複のある組織境

界｣を挙げる｡ xxxv

(1)大幅な権限委譲

下位組織における自発的学習と明示知の蓄積を

可能とする｡その結果として期待できるのは自発

的な自己組織変革への提案と行動である｡組織内

部に小規模の変化が持続的､自発的に行われる｡

この変化が各々の組織の中に異質性､独自性､多

様性を生み出す｡

(2)柔軟な人事

年功序列､特定組織内のみの人事交流が基本の

人事から大きく離れたものでなくてはならない｡

この人事目的はリーダーシップを発揮する人材の

登用､異質な考えを有する組織構成員の糾合を可

能にする事である｡

(3)機能重複のある組織境界

複数の組織が､不定型で取り扱いを決めかねる

暖味な情報､課題を自律的､積極的に見過ごすこ

となく取り込もうと意図するO組織として環境変

化に敏感に適応が可能な意識構造となる｡セク

ショナリズムを排除し自律的､積極的に外部環境

に対応するダイナミックな組織には重要な組織構

造である｡

3 競争優位を確立する組織学習

実際の事業運行時には､出発点でもあり終着点

でもある｡事業を継続していく限り完了する事の

無いサイクルを描く｡本節は ｢組織学習の定義｣､

｢組織学習の進め方｣､｢組織学習の効果｣で構成

される｡

(1)組織学習の定義

｢組織の行為とその結果との間の因果関係につ

いての知識を､強化あるいは変化させる組織内部

のプロセスである｣xmiとしている｡

組織学習を更に細分化すると第1に ｢目標と目

標を達成するための課題の構造が所与､一定であ

る｡その条件において最適解を選択する｣シング

ルループ学習方式w viiがある｡

第2に ｢外部環境の変化に伴い､必要に応 じて

目標と目標を達成するための課題の構造を再定義

する｡自己の行動を絶えず変化する現実に照らし

合わせる｡その上で自己の行動を修正し､さらに

学習の主体である自己そのものを変化させてい

く｣ダブルループ学習方式xx}"iiiがある｡この学習

方式を組織内部に定着させることが目的となる｡

(2)組織学習の進め方

当初設定した計数､非計数目標と設定期間終了

時の成果との間に禾離が発生する事の分析から始

まる｡なぜその禿離が発生したかを論理的､科学

的に分析する｡釆離を発生させた真の要因がなん
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であるかを把握する事に､組織学習の進め方の焦

点を合わせる｡

既存の知識を疑い､新しい知識､行動様式を自

ら創出する事は極めて難しい｡当の本人､組織､

組織を率いるトップが一般的には過去の知識､行

動により得られた成果で評価され､現在に到って

いるのが普通であるのがその理由である｡つまり

常に ｢自己否定｣を積極的､能動的に出来るか､

という問いに答えなければならない｡

そこで､過去の失敗例､成功例を分析する事に

よる学習方式を発案 した｡いずれも､｢結果とそ

こに到るプロセスの分析-結果をもたらした真の

要因把握-その要因改善または新たなアプローチ

概念創出-過去の知識､行動様式の破棄-情報の

共有化｣という ｢学習棄却 Unlearning｣ 'Ⅸx'Uの

過程を通過することに注目する｡

(3)組織学習の効果

上記過程とシステムを構築する事により､次の

3点が期待できる｡第1に ｢組織の中に､やる気と

かプロセスを過大に評価する風潮ではなく成果 ･

結果を冷静に評価する組織文化に変革｣を可能に

する｡第2に｢組織内に生まれがちな閉鎖人的ネッ

トワークの偏重を排除し､組織全体で成果を追求

する開放型ネットワーク｣を構築できるO第3に

｢概念的アプローチを尊重する演縛 ･帰納思考で

の論理的､科学的な組織思考を定常化｣を定着さ

せることが可能となる｡

第10章 結論

序章で ｢事業の外部環境 (市場､顧客､競合､

規制と取り決め､の4要素で構成される)は従来

より､所与で､変化させる事はできない｡外部環

境の大いなる変化に対応して､受動的に行動する

事が戦略的行動である､とされてきた｡しかし､

事業者が主体的､積極的､能動的に事業の外部環

境それ自身に働きかけ､変化を起こす活動が本来

の戦略的行動である｣と筆者は仮説を設定した｡

さらに ｢前者の受動的と後者Oj能動的戦略行動の

間に異なる結果が生じるのではないか｣との仮説

も設定した｡

この仮説を検証すべく第1章では外部環境その

ものを定義し､外部環境を構築する4要素につい

て詳述した｡特に ｢規制と取り決め｣が誘起する

事業上の脅威と好機については事例を紹介した｡

地域､国を問わない ｢規制と取り決め｣が変化す

る時の影響力は正に戦略的対応を迫られる物であ

ることを証明している｡

第2章では内部環境の分析とその実態を論じた｡

ここで明らかになったことは ｢内部環境から出て

くる課題は戦略的対応を必要とするか｣という疑

問であった｡いかに大きな課題であってもその解

決方法は明確である｡保有する各種経営資源が量

または質的に乏しいことから出現する課題であり､

その課題の大小を問わず､対応方法は明快であ

る｡つまり各種経営資源を補充するか､維持する

か､削減するかである｡その観点から見れば経営

者の悩みは ｢選択する事の悩み｣である｡つまり

事業の ｢選択と集中｣である｡この悩みと苦しみ

は果たして ｢能動的戦略思考と行動｣を要求する

物であろうか｡この章で分析した結果では､それ

らは ｢能動的戦略思考と行動｣レベルに到る物で

はないと認識せざるを得なかった｡

第3章での ｢課題の発見と設定｣においては外

部環境の変化から生じる各種課題について事例を

中心に分析 した｡ここでは特に1節､3項 ｢競合

の変化｣において､｢外部環境の変化に受動的に

対応することから脱皮し､外部環境に変化を起こ

し競争優位を確立｣しようと挑戦してきた企業の

事例を紹介した｡その意図する所を明確にすべ

く､当該行動を計画し実施した責任者とのインタ

ビューを実現し､筆者の唱える仮説を立証する状

況証拠の一端を得る事が出来た｡戦略構築に関し

ての書面による質問に回答してくれた｡そこには

彼の戦略に対する思考が浮き彫 りにされている｡

設問 ｢機会の発見はどのようにして行うか｣に対

し､彼は ｢市場環境を変化させるか､新たな市場

環境を創造する｣と明快に回答している｡まさに

私が定義した ｢能動的戦略思考｣そのものである

と実感した｡

彼の意図は業界構図を変革させる事に集中して
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いた｡単に低価格でのマーケットシェア獲得では

なく事業方法も革新させる事で計数目標の達成を

目標とした｡まさに事業の外部環境である業界構

図 (マーケットシェア)の短期間での変化を求め

た所に筆者の言う ｢能動的戦略思考と行動｣が存

在した｡

またHI社 (ハネウエル･インターナショナル社)

の同様にアジア ･オセアニア地域の現在の総責任

者である人物とは､同様に企業の成長につき相互

に意見交換をすることが出来た｡その折に彼が強

く意識して成長の重要な手段として､その必要性､

可能性を考えていたものはM&Aであった｡M&A

という手段で一挙に業界の構図 (この場合は競合

関係である)である事業の外部環境の枠組みを変

化させ､革新的競争優位を構築しようとしていた｡

これは取りも直さず筆者の言う ｢能動的戦略思考

と行動｣であると実感 した｡

このようにHI社における ｢戦略的行動｣の代

表例として同業界でのM&Aが実施されているこ

とに注目しなければならない｡この事例からも､

近年頻発する ｢M&A｣は所与の条件として考え

られて来た｢市場の枠組み｣の変革に挑戦する｢能

動的戦略思考と行動｣の有効な手段として注目さ

れるべきである｡

第3章､4節､1項の ｢課題の分類｣のなかで ｢戦

略的課題｣として2分類 した｡ひとつは外部環境

へ積極的かつ能動的に働きかけて､外部環境に大

きな変化を起こそうとする意図のある行動である｡

もうひとつは外部環境の予測し得ない大きな変化

により発生する問題を解決しようとする受動的な

行動であるとした｡

ここで初めて ｢戦略的｣行動を2分類 した｡前

者を ｢能動的戦略または変化誘起戦略｣による行

動とし､後者を ｢受動的戦略または変化対応戦略｣
による行動と定義する｡

図表10-1における戦略から外部環境へ向かう太

線が前者を意味している｡これは結果を事前予測

し行なうフィード･フォワー ド型行動となる.本

図表において､外部環境の変化対応から､外部環

境に働きかけ変化を起こそうとする概念を表現し

ている｡

この定義により､従来暖味であった戦略と戦術

の境界が明確になると同時に戦略そのものを､そ

の思考と行動から2つに分ける事が可能となる｡

また ｢能動的戦略または変化誘起戦略｣の場合の

働きかける対象は従来はそれを所与の条件として

図表10-1 環境変化､自己変革を実現する機能的戦略策定と実施の概念
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受け入れざるを得なかった事業の ｢外部環境｣の

枠組みであるとする｡

｢受動的戦略または変化対応戦略｣の対象は ｢外

部環境｣の大きな変化から生じた事業上の課題と

なる｡この場合は所与の条件である外部環境変化

対応型であり､事前設定目標と成果の乗離を定正

しようとするフィード･バック型行動をとる｡

第4章は間違いの無い戦略的行動を選択可能とさ

せる事業の基礎である理念､使命､目標について

言及している｡ここでは ｢戦略的思考｣を狂わす

事が無いような思考原点の設定を試みたO

第5章の ｢戦略の構築と展開｣では製品､価格､

流通経路､販売促進､組織の各戦略を個別に分解

して具体的かつ詳細に記述した｡なぜならば戦略

はともすると抽象的で暖味なもので良しとし､戦

術で具体化すべきとする風潮を払拭するためであ

る｡

第6章での ｢戦術の展開｣では組織的な展開を

可能とする視点としての展開組織の構築方法､戦

術の展開方法､そしてその結果を確認しながらの

新たな展開を可能とする管理のしかたを設定した｡

戦術行動はあくまで精綾な体系化された状態で実

施される事を要求されるのがその理由である｡

第7章では構築され選定された複数の戦略､戦術

のどれをどのように選択し実施に移されるべきか

の判断基準設定を試みた｡

以上の第4章から第7章にかけて記述 した内容

は､いずれも事業行動の中において戦略の位置付

けを明確にする｡また戦略に関連する各種行動と

の関係の整合性をとるために戦略の周囲を補強､

強化する役割を果たしている｡

第8章では戦略実施時に不測事態が発生した場

合の事前､事後対応方法を検討した｡この章で論

じた内容とその目的は事前設定した戦略 (能動的

戦略または変化誘起戦略であっても､受動的戦略

または変化対応戦略であっても同様である)を出

来る限り効果的に実施出来ることを目的としてい

る｡

第9章では進化､革新する組織を追及している｡

戦略遂行を通じて組織的に自己学習することの困

難さを克服し､自らが変化していく組織を構築す

る方法を提起できた｡本章において戦略は手段の

位置に退いている｡目的は自ら組織学習する組織

の構築においている｡長期的な競争優位確立の源

泉は戦略を構築し､戦術を展開する組織そのもの

に存在する｡

特に ｢能動的戦略｣を立案､構築､実施し成功

裏に結果を求める事が可能ならしめるのは ｢自己

学習｣面で卓越 した組織であると確信できる｡

以上のように論じてきたことをまとめると本論

文の主たる論点である ｢戦略｣は大きく2種類に

選別できそうである｡ひとつは事業の外部環境に

積極的に関与して外部環境そのものを変化させよ

うとする ｢能動的戦略または変化誘起戦略｣であ

る｡もうひとつは事業の外部環境の大きな変化に

より生じた脅威又は機会を回避または活用して事

業上の競争優位に転換させるべく対応する ｢受動

的戦略または変化対応戦略｣である｡

いずれもその目的は市場における競争優位の確

立にある｡表面の行動から見ると差異は見受けら

れないが､当該企業の初期の思考と戦略実施過程

において180度異なる物がある｡また限定期間で

はあるが絶対的競争優位を確立する上で効果的な

ものは ｢能動的戦略または変化誘起戦略｣である

ことは事例からも明らかである｡

事業活動における戦略立案､実施を担当してい

る筆者から見て､戦略を2分類することが可能な

概念を導き出しえた事は喜びに耐えない｡そして

競争優位確立を可能とする戦略立案 ･構築概念に

新たな道筋が見えてきたようである｡
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. 特定の条件が構築できた時の価格決定方式で

ある｡コス ト積み上げ方式とも言う｡この方

式では市場価格を結果的に無視又は事後調整

することとなる為､市場での価格戦略に不整

合を起こす場合が多い｡

Ii 市場で顧客が妥当として支払う価値としての

価格､競合が設定する価格から自ずと市場価

格が決定される｡その価格を達成すべくコ

ス トを配分して､開発に着手する方式である｡

現在では価格戦略で重要な考え方である｡

l‖ TotalQualityControlの意味で製品品質を輿

造現場から向上させることを目標にした｡そ

の後TotalQualityManagementと発展し製品

品質のみならず会社事業活動全ての質の向上

を目指す活動となった｡

iv TQMの拡大発展 した全ての会社事業活動の

質の向上を目的としている｡シックスシグマ

の元の意味は100万回に3.4の欠陥があるとい

うことであるが､今は無欠陥という意味で使

われている｡GEが採用して効果をあげてい

ることで有名である｡

V 文化の定義については､クラックホーン

(Kluckhohn米国の人類学者)の以下の定義

も参考にする｡｢後天的､歴史的に構築され

た外面的､内面的生活様式の体系で行動､世

界観を形成する｡集団の全員または特定構

成員により共有 され伝承 される｣｡詳細は

N.∫.ア ドラー著 ･江夏健一監訳 『異文化組

織のマネジメンu セントラル ･プレス社､

1996,p.14以下参照｡

vl 筆者のこの定義については､戸部良一 ･寺本

義也 ･鎌田伸- ･杉之尾孝生 ･村井友秀 ･野

中郁次郎著､『失敗の本質』ダイヤモンド社､

1985,pp.261-263｢組織文化｣を参考にした｡

d i 戸部良一 ･野中郁次郎他4名著､前掲書p.262

の ｢組織文化を､組織が環境に適応した結果､

組織成員に明確にあるいは暗黙に共有される

に至った行動様式の体系と定義する｣とした

内容を参考にして具体的に詳述した｡

､'-il ｢事実上の標準｣として扱われる法律以外の

規制｡

" ドイツのシーメンス､オランダのフィリップ

ス､スイスのチバガイギー､フィンランドの

ノキア社などがこの活動の先陣を切った｡

x ホファー(C.W.Hofer)･シュンデル(D.Schendel)

奥村昭博 ･榊原清則 ･野中郁次郎共訳 『戦略

策定』千倉書房､1998,p.123からは主要な機

会､脅威の識別:概要｡p.161からは資源分析:

概要｡それぞれにSWOT分析の概念が紹介さ

れている｡

xi AlfredD.Chandler､Jr."Strategyand

Structure''TheMITPress,1969,に出版され､

組織と戦略との関わりについての革新的視点

を絶賛された書である｡

xii ホファー･シェンデル共著､前掲書 pp.22-23

に表でまとめている｡

xiii ホファー ･シェンデル共著､前掲書 p.30に､

彼らの定義がある｡

xiv ここで言う ｢メッセ-ジ｣とは組織内外へ伝

達を意図し､理解を求める ｢組織の強い意志｣

という意味を持っている｡

xv セオ ドア ･レビッ ト著､ダイヤモンド社訳

｢マーケテイング近視眼｣Fダイヤモンド･ハー

バー ド･ビジネス ･レビュー』2001年11月

号 ダイヤモン ド社､2001,pp.52-55に記述

されている｡

xd ホファー&シェンデル著､前掲書p.49

xvii ビジネス上のロードマップとは時系列に解決

実施すべき複数の課題が列記され､それらが

解決されている状態も明記されている一覧表

を言う｡

>ylii ここで言う社会基盤は生産企業にとり必要な､

運送､保管､情報通信､金融などの機能を指す｡

xix chandler前掲 書p.14で【Thethesisdeduced

fromtheseseveralpropositionisthenthat

structurefollowsstrategyandthemost

complextyPeofstructureistheresultthe

concatenationofseveralbasicstrategies｣と

言及している｡

a Chandler前掲書p.383
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xxi chandler, 前掲書p.10のCHARTlを参照｡

xxl.j マネジャーの地位はその組織を統括 し責任を

持つレベルである｡その地位の人材がタスク

メンバーになることにより､迅速に判断が可

能である｡何よりも当該部門の経営資源であ

る人､物､金の再配置の決定が出来る事にある｡

以iiichandler,前掲書p.11に戦略と戦術について

の簡単な定義がある｡原文は以下のとおり

で あ る｡"Tacticaldecisionsdealmorewith

theday-to-dayactivitiesnecessaryforefficient

andsmoo仇Operations."

xxiv ァメリカ海軍協会･武田訳 『リーダーシップ』

日本生産性本部 1981,p,3に ｢1人の人間が

他の人間から心からの服従､信頼､尊敬､忠

実な協力を得るようなやり方で､人間の思考､

計画､行為を指揮でき､かつそのような特権

を持てるようになる技術､科学ないしは天分｣

と定義している｡

xI" 大泉光一著 『クライシス ･マネジメント』同

文館出版､1997,p.38以下参照｡

xxd 大泉光一著､前掲書p.51の｢危機管理の5段階｣

を参照｡

mii大泉光一著､前掲書p.50を参照｡

x}"iii畑村洋太郎著 『失敗学のすすめ』講談社､

2001,p.52以下参照｡

mx 大泉光一著､前掲書p.52｢危機が発生するに

は早いうちから何 らかの警告信号､または前

兆､告知等がみられる｡･- 危機の前兆 (シ

グナル)を捕らえる事ができればそれだけ問

題を解決する可能性が高くなる｣と指摘して

いる｡

m 大泉光一著､前掲書p.71のフレームワーク図

参照｡ここでは ｢不測事態対応計画サイクル

の基本的要件および行動フレームワーク｣と

して詳細記述がある｡

xxxi畑村洋太郎著､前掲書b.78｢ある失敗を次の

失敗の防止や成功の種に結び付けるには､失

敗が起きるにいたった原因や経過などを正し

く分析 した上で知識化して､誰もが使える知

識として第3者に伝達することが重要｣と指

摘 している｡

xxx'd 戸部良一 ･他5名の共著､前掲書1985,pp.

261-265の ｢組織文化｣の内容を参考にして

定義した｡

xm iiこの部分も戸部良一 ･他5名共著､前掲書pp.

262-263を参考にした｡

xxxiv古畑友三著 『5ゲン主義』 日科技連出版社､

1991,pp.58-64に ｢現場で､現物を見て､現

実的に問題を把握 し解決する｣TQC活動の

基本的な考え方と説明｡

xxxv戸部良一 ･他5名共著､前掲書pp.264-277を

参考にした｡

w iArgyris,C･,andSchon,D.A.,1978,

0rganizationalLearning:ATheoryOfAction

Perspective,Addison-Wesleyのp.2及 び pp.

17-19を参照｡

xxxviiArgyris,C.,andSchon,D_A.,の前掲書p.3及 び

pp.18-20を参照｡

xxxviiib･gyriS,C.,andSchon,D.A.,の前掲書p.3及び

pp.20-26を参照｡

血 血gyriS,C.,andSchon,D.Aリの前掲書pp.112-

113のFIG.5.2にこの考え方の原型となる循

環学習概念がある｡
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